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 はじめに 

沖縄における刑事司法制度は、昭和 20 年３月の

占領後、米国型、日米併存型を経て昭和 47 年の本

土復帰により日本型に移行した。この間顕著な変

化を見せたのは、検挙人員に占める逮捕者の比率

（身柄率）である。すなわち、統計が存在する 1959

年（昭和 34 年）の 80.5％以降、身柄率は 60～70%

で推移し、当時の本土での身柄率を 20～40 ポイン

ト上回っていたが、昭和 47 年の本土復帰以降は、

徐々に低下し平成元年には、32.1%と、昭和 46 年

の 70.6%に比べ半減以下となっている。 

これは、逮捕を原則とする米国型の刑事司法手

続きから、任意捜査を原則とする日本型に移行し

たことに伴うものであると考えられるが、この間

の状況を様々な角度から調査分析することによっ

て、両国の刑事司法手続きの特徴を逮捕権の行使

のあり方を中心に比較を試みるものである。 

 

I 研究の目的と方法 

 刑事捜査手続きにおいては、被疑者及び証拠を

確保するため逮捕等の強制手段の行使が認容され

ているところであるが、刑事捜査手続きは犯罪者

に対し適正な刑罰を科すため公訴を提起すること

を目的とする行政行為である。したがって、逮捕

等の権限行使には比例原則 1が適用される。犯罪

捜査規範第 99 条が「捜査はなるべく任意の方法に

よらなければならない」と「任意捜査の原則」を

明記しているのは、この趣旨を明らかにしたもの

である。 

 一方、米国における逮捕権限行使においては、

日本に比べてはるかに高い比率で逮捕それも無令

状逮捕が行われているところである。米国におい

ても、法的には逮捕に代わる任意的手段として召

喚（Summons）制度等があることから、沖縄にお

ける逮捕権限行使の変遷をヒントに「任意捜査の

拡大」の必要性あるいは可能性を探るものである。 

本調査研究に当たっては、米国における逮捕権

行使については研究代表者が、日本における逮捕

権行使については共同研究者田村が、沖縄におけ

る刑事司法制度の変遷については共同研究者金山

が、それぞれ分担し、調査研究に当たった。また、

沖縄における聞き取り調査及び沖縄県警察 OB に

対する質問票調査等は 3 名共同で行った。これら
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の調査研究結果を共同研究者金山が総括した。 

 具体的には、平成 23 年 7 月に、研究代表者及び

共同研究者 2 名で、警察官 OB、元琉球検察局検

察官及び元米国民政府法務部職員の 12 名に対す

る聞き取り調査を２日間にわたって実施した外、

沖縄県公文書館において当時の文書等の調査を行

った。 

本沖縄県現地調査等に基づき、質問票を作成し、

琉球警察時代に採用された警察官 OB で沖縄県警

友会員である者に対し、質問票を送付した。質問

票は、892 名に送達され 2011 年 11 月中に 335 通

の回答が寄せられた。回収率は、37.6％であった。 

 上記調査に当たっては、警察大学校警察政策研

究センター及び沖縄県警察に多大なご協力をいた

だいたところでありこの場を借りて深甚なる感謝

の意を表する次第である。 

 

II 日本における身柄拘束権限について 

   
はじめに 

 沖縄県における警察の逮捕権運用の分析の前提

として、それと対比されるべき日本（本土）にお

ける警察の身柄拘束権限とその運用について、戦

前期と現行刑事訴訟法施行初期を対象に考察する。 

 
１ 旧刑事訴訟法における警察の権限 

（１）旧刑事訴訟法の概要 

 日本の刑事訴訟法制は、フランス法を範とした

治罪法（明治 13 年制定、15 年施行）に始まる。

大日本帝国憲法施行を受け、同法に代えて刑事訴

訟法（「明治刑訴」と通称される。明治 23 年制定、

同年施行）と裁判所構成法が制定されたが、内容

は治罪法を引き継いだものであった。明治 30 年

代以降、日本における運用実態を踏まえつつ、ド

イツ法を参考として、数次にわたって改正が検討

され、大正 11 年に新たな刑事訴訟法（「旧刑訴」

又は「大正刑訴」と通称される。本稿では「旧刑

事訴訟法」と記載する。）が制定され、大正 13 年

から施行された。 

旧刑事訴訟法は、捜査に関しては、治罪法以来

のフランス法的な在り方を実質的に大きく改めた。

明治刑訴では、犯罪の捜査については告訴告発及

び現行犯罪に関してのみ規定し、現行犯罪以外の

場合における強制はすべて予審判事の権限として

定めていた。これに対し、旧刑事訴訟法は、予審

制度を維持しつつもその役割を限定的なものとし

2、捜査機関に強制権限を付与した。 

（２）一般事件（現行犯以外の事件）の身柄拘束 

 捜査は任意手段によって行われるのが原則とさ

れる3。任意手段については、旧刑事訴訟法に規定

は置かれていない。当事者の承諾がある場合には、

任意供述、実況見分、物件の任意領置だけでなく、

承諾捜索や承諾留置も違法ではないとされていた

4。 

一般事件における捜査段階の身柄拘束は、検事

が必要であると判断して請求をした場合に、予審

判事5が発する6勾引状又は勾留状の執行として行

われる（255 条）。勾引は一時的拘束（48 時間以

内）で、予審判事によって訊問が行われる。継続

的拘束を要する場合は勾留として行われるが、10

日以内に起訴しないと釈放される（起訴前勾留の

期間は 10 日間で、更新は認められない。）7。 

急を要する事件（「要急事件」と呼ばれる。）に

ついては、予審判事の勾引状を求めることができ

ないときは、検事が勾引状を発する（123 条）8。

要急事件には、ⅰ被疑者が定まった住居を有しな

いとき、ⅱ現行犯人がその場所にいないとき（現

行犯については後述）、ⅲ現行犯の取調べで共犯が

分かったとき、ⅳ受刑者や勾留中の者が逃走した

とき、ⅴ死体の検証によって犯人を発見したとき、

ⅵ被疑者が常習として強盗・窃盗の罪を犯したも

のであるとき、が該当する。いずれも急を要する
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ものであることが理由とされている9。勾引後には、

検事が訊問し、必要があるときは検事が勾留状を

発することが認められている。 

一般事件の場合には、要急事件に当たるものを

含め、警察官（司法警察官吏）は、検事の指揮に

よって勾引状又は勾留状を執行するのみで、自ら

の権限として身柄拘束の判断を行うことはできな

い10,11。また、法律に基づく訊問調書（勾引を受

けた予審判事等が訊問して作成したもの）以外の

供述を記載した書面（聴取書）については、原則

として証拠にはならないこととされていた12。 

なお、証拠の収集保全における強制処分（押収、

捜索、検証、証人訊問及び鑑定）に関しては、必

要な場合には、検事が予審判事等に請求して行う

こととされていた（255 条）が、前記の要急事件

に該当し、急を要するときは、司法警察官も自ら

の判断で、捜索押収をすることが認められていた

（170 条 2 項）13。 

（３）現行犯人の逮捕 

 現行犯人の場合には、司法警察官吏（司法警察

官及び司法警察吏）が自らの権限として逮捕14す

ることが認められている（124 条）。司法警察吏は

司法警察官に引致する。司法警察官は、訊問し15、

留置の必要がなければ釈放し、必要と判断したと

きは 48 時間以内に検事に送致する（126 条、127
条）。 

現行犯には本来的な現行犯と準現行犯があるが、

逮捕可能な対象は、現行法と比べてはるかに広い。 

本来的な現行犯とは、「現に罪を行い、又は現に

罪を行い終わりたる際に発覚した」ものを意味す

る（130 条 1 項）。「発覚」とは、犯罪事実が共犯

者以外の者に発見されたことを意味し、犯人が誰

かその時点で明らかでなくとも、現行犯に含まれ

る。司法警察官吏が現行犯のあることを知り、犯

人がその事件の現場にいるときには、現行犯人を

逮捕することができる（124 条）16。現行犯でも

現場にいないときは、現行犯逮捕はできず、前記

の要急事件の対象になる（123 条）。現行犯の観念

は、現行法より広い（直後に犯罪が発覚していれ

ば犯人が明らかでなくとも含まれる。）が、犯人が

現場にいるときにのみ逮捕できるので、実質的に

逮捕可能な範囲にはそれほど大きな差は生じない

ともいえる17。 

現行法と大きく異なるのは、「準現行犯」である。

個別要件の一つに該当して、犯人と思料すべき場

合であれば、「現行犯人がその場所にいた」場合と

みなして、現行犯逮捕が可能となる（130 条 2 項）。

個別要件とは、ⅰ凶器、ぞう物その他の物を所持

する、ⅱ誰可されて逃走する、ⅲ犯人として追呼

されている、ⅳ身体、被服に顕著な犯罪の痕跡が

ある、のいずれかに該当することである。各号の

要件は、現行法の準現行犯の規定（現行刑事訴訟

法 212 条 2 項各号）と同じであるが、「罪を行い

終わってから間がないと明らかに認められる」と

いう現行法の要件は求められていない。したがっ

て、以前に盗まれた盗品を所持している場合には、

時間的な接着性がなくとも、犯人と思料する状況

がありさえすれば（正当にその物を携帯し得る事

情がなければそれだけで該当するものと判断され

る18。）、準現行犯として逮捕が可能となる。 

（参考）琉球民裁判所制（1952 年布告）との異同 
「何人も逮捕状によらなければ逮捕されな

い。」として令状主義の原則を定めつつ、現行

犯の場合（その者が身体若しくは財産に対す

る暴力行為を含む犯罪行為中または罪を行い

終わった後追呼中に逮捕されるとき）と、逮

捕をする警察官が「その者が重罪を犯したこ

と又は犯そうとしていると信ずるに相当の理

由がありとするとき」に令状のない逮捕を認

めている。「相当の理由」は、ⅰ被疑者が不当

に得た財産凶器その他重罪に関係する物を所

持しているとき、ⅱ被疑者の身体又は被服に
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重罪の顕著な証跡があるとき、ⅲ被疑者が誰

可されて逃げようとするとき、のいずれかの

場合である。 

相当の理由による逮捕は、実質的に旧刑事

訴訟法の準現行犯とほぼ同じ対象となる（追

呼されているときは犯罪直後の場合に限られ

る点は異なるが、犯罪直後の場合以外に追呼

されて逃走しているに該当することは少ない

と思われる。）。異なる点は、軽罪で住所不定

等の場合が対象とならないこと、「犯そうとし

ている」という犯行前の段階も含まれること

である。後者は、日本法にはない制度であり、

実際に行われていたかどうかもわからない。

なお、米国統一逮捕法（1942 年全米警察委員

会提案）では、「重罪を犯したと信ずべき合理

的な根拠のある場合」の令状によらない逮捕

（6 条）などのほかに、「現に犯罪を犯し又は

既に犯罪を犯し或いは将に犯罪を犯さんとし

て居ると疑ふべき合理的な根拠のある場合」

に、容疑者の不審訊問に際して、身元や行為

を証明できない者は、2 時間を限度に留置で

きるとする規定を設けている（2 条）が、そ

れが逮捕ではないことを明確にしている19。 

 
２ 旧刑事訴訟法における運用の特徴 
（１）旧刑事訴訟法における捜査主体 

旧刑事訴訟法は、「検事犯罪アリト思料スルトキ

ハ犯人及證據ヲ捜査スヘシ」（246 条）と規定し、

検事を捜査の主宰者と位置付けていた。しかし、

捜査の主体としての検事の位置づけは、警察との

関係及び予審判事との関係で、事実上限られたも

のであった。 

警察は、司法警察官（巡査以外の者）が検事の

補佐として、その指揮を受けて犯罪を捜査し（248

条）、司法警察吏（巡査）が司法警察官の命令を受

け、補助をするものとされていた（249 条）。現行

犯以外の場合について強制処分を請求することは

検事の専権事項であるが、容疑者が特定される段

階以前には、現場検証と死体解剖を除けば、それ

らの権限を行使できない。容疑者を浮上させ、特

定させるという実際の捜査のほとんどは、警察機

関が担っていた。この点に関し、検察の強化（検

察直轄の補助機関の強化を含む。）を求める声もあ

った20が、近代的な捜査において必要となる組織

的な捜査活動21と科学的捜査22の面で警察が優れ

ている23以上、警察がより中心的なものとなる傾

向が昭和期には一層強まり、それを肯定する見解

も有力な学者によって主張された24。 

 一方、予審判事との関係でも、明治刑訴に比べ

て予審判事の役割が限定されたとはいえ、実質的

に証拠の収集を完成させるのは予審段階であり、

公訴の提起（予審請求）前に証拠を全て収集し終

わるというものではなかった。検事の強制処分要

請は、捜査の一部にのみ強制を要する場合に限ら

れ、多くの強制処分を統一的に行うことを要する

ものは、捜査としてではなく、予審によって対応

すべきものとされていた25。刑事裁判官の間にも、

検事が実際の捜査をしておらず、証拠の収集には

予審判事が実質的に当たっているとの印象が持た

れていた26。 

（２）警察による行政執行法に基づく身体拘束 
 戦前期の警察は、行政執行法 1 条 1 項に基づき、

救護を要する者と公安を害する虞のある者につい

て、身体の自由を制限する検束権限を有していた。

検束は、翌日の日没後に至ることができないこと

が明記されている（同条 2 項）。 

公安を害する虞のある者に対する検束は、「暴行、

闘争其他公安ヲ害スルノ虞アル者ニ対シ之ヲ予防

スル為必要ナルトキ」に当たると警察官庁（警察

署長）が認めれば、行うことが可能であった。公

共の安寧秩序に支障を招く事態を防ぐことを目的

としたものであり、「公安ヲ保持スル為萬已ムヲ得
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サル場合」に限られ、なるべく速やかに措置を終

えて釈放又は引渡しをすることとされていた27。

過去の犯罪に対する刑事責任の追及とは全く別の

ものであることはいうまでもない。 

しかし、実際には、犯罪の嫌疑のある者の取調

べのためにこの権限が用いられていることが、大

きな問題として指摘されてきた。「（内務省は）犯

罪嫌疑者に対する本法適用についての慎重な配慮

を要望した28。しかし、それにもかかわらず、そ

の運用は必ずしも適正とはいいがたく、人権尊重

に欠けるところがあるとの非難があった。」と言わ

れている29。 

 当時の警察実務家は、犯罪行為をした者も「公

安を害する虞」を防ぐために必要という要件を満

たしていれば検束が可能とし、さらに検束を反復

する（いったん釈放した後また検束する）ことも

可能であるとの解釈を述べている30。理論的には、

犯罪行為を過去に行った者が検束の対象から除外

されるということにはならず、また、公安を害す

る虞が明確である者を一度検束した以上二度と検

束できないというのが不合理であるとの説明も成

り立ち得る（博徒の対立抗争が発生し、拡大する

様相があるといった事態を想定すると、事態が鎮

圧できるまで身柄拘束を反復することを可能にす

る解釈に妥当性がある。）。しかし、要件が緩やか

で実質的に広範な事象が対象となり得る31にもか

かわらず、捜査目的を併せ持っていても「要件に

該当するといえれば身柄の拘束が可能である」と

することは、捜査のための検束を事実上容認する

ものといえる32。 

もっとも、実際の捜査では、現行犯逮捕が広く

可能であったほか、任意同行の前後に捜索（承諾

捜索を含む。）によって被害品や凶器などの物的証

拠が得られ、短時間で自供が得られるのが一般的

であり、検束が捜査目的で広く用いられていたと

はいえないと思われる。 

 
３ 新刑事訴訟法の制定と運用 

（１）新刑事訴訟法における逮捕 

 新刑事訴訟法は、昭和 23 年に制定され、昭和

24 年から施行された。この中では、警察官（司法

警察職員）を第一次的な捜査主体とするとともに、

被疑者の身柄拘束に関しては、憲法 33 条の規定

を受けて、裁判官33の発する令状によらなければ

ならないとする原則を定め、現行犯逮捕と緊急逮

捕の例外を定めている。 

 これにより、検察官の勾引状発付制度はなくな

り、警察官が裁判官に請求して逮捕状を得て拘束

する通常逮捕が基本となった。一方、明らかな犯

罪の証拠のある者については、準現行犯として逮

捕することはできなくなった代わりに緊急逮捕が

可能となったが、緊急逮捕は例外的なものでかつ

事後に令状を請求することを要するものとの位置

づけであった。 

一方、行政執行法が廃止され、公安を害する恐

れのある者の身体拘束権限がなくなったため、犯

罪の鎮圧も、専ら刑事手続上の身柄拘束権限に頼

らざるを得なくなった。 

（２）新刑事訴訟法当初期における警察の逮捕権

の運用 

 新刑事訴訟法による警察の逮捕権限は、それま

でと大きく異なったものであることに加え、戦後

の混乱期における治安情勢の深刻さと、警察組織

の細分化による組織上の問題もあったため3435、法

律の趣旨にのっとった運用を徹底するのは容易で

はなかった。ことに、逮捕するだけの必要性を十

分に検討していないものや、民事関係を背景にし

た事案における逮捕権の行使で一方当事者の利益

を図るものがあることが、主として法曹関係者か

ら指摘された36。警察においては、令状請求にお

ける組織的な検討、緊急逮捕の正確な理解の徹底、

民事を背景とした事案への適正な対応に取り組ん
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でいる37。 
昭和 26 年 10 月中に扱いのあった事件（通常逮

捕状請求がなされたもの、緊急逮捕又は現行犯逮

捕がなされたもの、任意捜査事件で同期間中に取

調が開始されたもの）の全国調査結果によれば、

この間の被疑者人員総数 7 万 8647 人のうち、在

宅捜査が 2 万 7572 人（35.0％）で最も多く、現

行犯逮捕 2 万 5045 人（31.8％）、通常逮捕 1 万

9075 人（24.3％）、緊急逮捕 6965 人（8.9％）と

なっていた38。都市部を管轄する自治体警察では、

任意捜査が少なく（29.2％）、現行犯逮捕が最も多

くなっている（37.2％）。この点に関し、群衆犯罪

と食糧管理法違反（ヤミ米）の大量検挙の影響が

あることが調査当局者から述べられている。逮捕

後に、司法警察員の判断で釈放し、在宅送致した

ものは、通常逮捕の約 4 分の 1（23.3％）、緊急逮

捕の約 6 分の 1（16.3％）、現行犯逮捕の場合は 6
割（59.6％）に達している。このため、当初から

の任意は 3 分の 1（35.0％）にとどまるが、送致

の時点では全体の約 6 割（59.1％）が在宅となっ

ている。 
本調査を実施した当局者は、任意捜査が 35％で

あったことについて、低率に過ぎるとは必ずしも

いえないとし、緊急を要し選択の余地が少ない現

行犯人及び緊急逮捕を除いて、逮捕の要否を十分

判断した結果による通常逮捕と任意捜査とだけを

比較すると、6 割が任意捜査となっていることか

ら、「任意捜査の原則は相当遵守されているといえ

よう。」と述べ、逮捕後の任意捜査への移行の多さ

も、この原則の反映として評価している。 

（３）その後の逮捕権行使との比較 

今日の逮捕権の運用は、平成 22 年中の刑法犯

に係る統計によると、身柄不拘束が 23 万 9035 人

（74.1％）、通常逮捕が 4 万 4744 人（13.6％）、

現行犯逮捕が 3 万 5131 人（10.5％）、緊急逮捕が

5921 人（1.8％）となっている。その一方で、逮

捕後に釈放して任意送致としたものは、極めて少

なくなっている39。 

治安情勢等が異なるとはいえ、今日と比べると、

昭和 26 年当時は、逮捕権限を多用していたこと

が明らかである。特に、緊急逮捕が今日に比べて

著しく多かったことと、現行犯逮捕などで逮捕後

に身柄を釈放する傾向が強かったことが分かる。

緊急逮捕の多さは、例外的なものであるべきとす

る運用方針が十分確立していなかったことが背景

にある（旧刑事訴訟法の準現行犯と同様なものの

ような誤解もあったと思われる。）。通常逮捕及び

現行犯逮捕については、逮捕権限の行使が行き過

ぎであるとの批判を受けないようにするため、逮

捕の要否の判断を慎重に行う傾向が強まったこと

40など41が、その後の減少につながっている（もっ

とも、この点に関しては、逮捕後に身柄継続の要

否を判断するのは現行法の当然に予想していると

ころであり、逮捕前に慎重な判断をして継続的に

身柄を確保する必要がある場合だけを逮捕すると

いう今日の運用の方が現行法の規定とは距離があ

るという評価も可能であると思われる。また、逮

捕権限の抑制的な運用が可能となっているのは、

任意同行等が相当程度容認されており、逮捕権を

行使しなくともある程度の逃走防止や事実解明が

可能となっているという実態もあると思われる。）。 

 
III 米国における身柄拘束権限の行使について 

 
１ 逮捕の定義 
逮捕と言われるできごとは、一般的に考えられ

ているより複雑である。一つは、常に被疑者の身

柄が拘束されているとは限らないこと。また、全

ての逮捕が公式に記録されているとは限らないこ

と42。それでも、下記の定義は、逮捕を沖縄、日

本、アメリカにおいて検討するに有意義である。 

「逮捕は、人の自由を剥奪することで、通常は
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犯罪捜査又は犯罪予防に関連して、被逮捕者を刑

事司法手続に服させるため及び／又は、自傷他害

を防止するために行われる。」（ウィキペデイア） 

American Law Institute(www.ali.org)は、逮捕

を「裁判所に連行又は法の執行を確保するために

他人を拘束下に置くこと」と定義している。より

平易な用語では、「逮捕とは、人を捕え、拘束し、

又はその自由を奪うこと」とされている。 

逮捕を意味する英語の arrest は、アングロノル

マン語に語源を持ち、フランス語の arrête から来

たものである。arrête の意である停止又はとどま

らせることが転じて、人の拘束となったのである。

すなわち、逮捕は、拘束の合法性の有無ではなく、

現実に移動の自由を剥奪されているかどうかによ

るのである。 

 
2 逮捕の要素 
逮捕には、少なくとも異なる 4 つの側面がある。

法的、行為的、主観的及び公的側面である。 

（１） 法的側面 

人が移動の自由を奪われることが逮捕である。

警察官は、逮捕が行われる際に逮捕という言葉を

言わなければならないものではない。多くの人が

路上で逮捕、釈放され、一部は警察署に連行され

た後釈放される。警察署で留置され、自由に出ら

れない状態を法的に逮捕下にあると言う。 

（２） 行為的側面 

被疑者を拘束する警察官の行為は様々で、路上

での接触、停止（被疑者に止まれと告げること）、

逮捕すると告げること、人を警察署に連行するこ

と及び公式の留置手続き又は記録手続きがある。 

（３） 主観的側面 

人が警察に留置されたと信じることも逮捕であ

る。例えば、Marvin Wolfgang の有名な調査を

フォローアップした Edna Erez43によれば、フィ

ラデルフィアでインタビューされた 30%の者が、

公的記録がないにも関わらず、少年時代に逮捕さ

れた経験があるとしている。この研究は、申告ベ

ースの逮捕率は公的逮捕率よりも相当程度高いこ

とを示唆している。 

（４） 公的側面 
逮捕は警察が記録した場合に行われたことにな

る。米国の記録手続きは、警察組織ごとに中には

同じ組織の中でも大きく異なる。 

Police Foundation の資料によれば、 
○11％の警察が、被疑者が警察署に連行された場

合に記録化していた。 

○16%の警察が、被疑者が何らかの拘束を受けた

場合に記録化していた。 
○29%の警察が、被疑者が 4 時間以上拘束された

場合に記録化していた。 

○58%の警察が、被疑者が逮捕すると告げられた

場合に記録化していた。 
○全ての警察が、被疑者に留置手続きをとられた

場合に記録化していた。 

この調査研究44は、警察を評価するに当たり重

要な示唆を与えている。特に重要なのは、検挙率

は逮捕件数に基づいて算定されることから、初期

段階の逮捕を記録化している警察はこの率が高い

ということになる。多くの事例では、逮捕記録は、

実際の法執行よりも行政的な慣行を反映している

45。 

 
3 逮捕の法制度 

合衆国憲法修正第 4 条は、次のとおり規定され

ている。 

「不合理な捜索及び逮捕・押収に対してその身

体、住居、書類及び所有物が保障されるという人

民の権利は侵されてはならない。また令状は宣誓

または確約によって裏付けられた、相当な理由に

基づいていて、かつ、捜索される場所及び押収さ

れる人または物を特定的に記述していない限り、
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発せられてはならない」 
文言をそのまま読むと、何人も相当な理由に基

づき発せられた令状がなければ逮捕又は捜索され

ないと解される。しかしながら、実際には、米国

の裁判所は無令状の逮捕及び捜索を様々な局面で

認めている。令状主義の例外は、急迫性、逃走の

おそれ、証拠の保全、明白性、熱源による探知、

逮捕行為に付随する場合、車両、公共の場所にお

いて認められている。多くの事例は、アルコール

または薬物が絡む事件の裁判例の中で認められて

いる。実務では、無令状逮捕の数は令状逮捕より

もはるかに多い。ただし、憲法修正 4 条により警

察は相当の理由がなければ逮捕できない。逮捕後、

裁判所が警察官の報告書で相当の理由の有無を判

断し、相当の理由がないと認めた場合は直ちに被

逮捕者は釈放される46。 

米国法では、合理的な疑いがあれば警察官は人

に停止を求めることができる。その程度は、直感

より高く相当の理由よりも低いものである。法律

上、合理的な疑いは、総合的な状況及び警察官が

知りうる関連情報に基づき判断されるものである。

現実には、米国法（最高裁判例 Terry v. Ohio 

1968 を含む）では、暴力や麻薬汚染地域では、ほ

とんどの者に対して警察官が停止と身体検査を行

う合法的権限を認めている47。 
多くの警察官及び研究者は、警察学校で学ぶ逮

捕の公式な規則は、実際の運用の一部に過ぎない

ことを認識している48。米国で逮捕について学ぶ

ことは、3 つの関連する異なる要素を認識するこ

とである。正規の法に基づく逮捕の相当な理由、

警察活動の慣行及びどのような事件が訴追できる

のか又は訴追すべきなのかというような訴追に関

する非公式なルールである。警察実務では、教科

書記載の法令だけが逮捕の可否を決めるのではな

く、様々な非公式なルール及び標準的な執行手続

きに基づいて逮捕が行われるのである。 

私の兄 Bruce Douglas Johnson は、最近テキサ

スのヒューストン警察を退職したところであるが、

その 20 年の在任中しばしば、私に「警察官が、

ほとんど誰に対してであっても逮捕の理由を見つ

けられる。」と言っていた。彼の見方は、多くの実

務家と研究者のそれと共通するものである。18 か

月メリーランド州バルチモア警察で勤務した後、

ニューヨーク市のジョンジェイ大学教授に就任し

た Peter Moskos は、「法的に疑問があっても、警

察官は常に人を拘束する手段を持っている。ニュ

ーヨークでは、秩序違反（容疑による逮捕）であ

り、バルチモアでは、浮浪行為（容疑による逮捕）

である。これらの拘束は、警察の権威を示したり、

犯罪者を路上から駆逐するために用いられる49。 

同様にスタンフォード大学の Herbert Packer

教授は、The Limits of the Criminal Sanction の

中で次のように述べている。 
逮捕の法の理想は、犯罪を犯したと信ずるに足

る相当な理由がない限り、何人も一瞬たりとも自

由を奪われることがないということである。しか

しこの理想は現実には日々破られている。警察に

疑いを持たれた者は、良くないという程度でも拘

束されている。その拘束は、数分から数日、数週

間に及ぶ。酔っ払いと秩序違反は、主たる犯罪で

逮捕の約半数を占める。浮浪、賭博及び酒法違反

もまた相当数にのぼる。浮浪と秩序違反を取り締

まる法は、警察に一般的な逮捕権限以上の力を与

えている50。 

米国の逮捕に関する研究は、それが広い裁量に

関わる行為であることを示している。過去の半世

紀に、米国の刑事司法のある分野では、裁量のコ

ントロールに関する進歩がみられたが、重要な逮

捕の決定に関しては、大きなギャップがあり及ん

でいないのである。毎年 2 千万人に関わる刑事司

法手続き全体の中で最も重要な決定については、

基本的に統制されないままなのである51。 
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米国では、他の法規制の分野に比べて犯罪取締

りの分野に大きな裁量がみられる。もちろん裁量

は、非定形的なもので、法執行の個別化及び少な

い資源の効果的活用に欠くべからざるものである

が、裁量は武器としての斧のように乱用されうる

のである。ある分析によると、米国における違法

な逮捕の 10 件のうち 9 件は、裁量の乱用に基づ

くものであり、残る 1 件だけが法令に関する間違

いに基づいている52。 

 
4 逮捕の頻度 

1967 年、ジョンソン大統領の法執行及び刑事司

法運営委員会は、米国人男性の 52%がその人生で

1 回は逮捕され、女性のその率は 13%であると報

告した。（これは、一生涯の割合である。1965 年

米国人男性の 40%近くが逮捕経験を有してい

た。）これらの数字、おおよそ半数の米国人男性が、

女性も含めた数字では約三分の一の米国人が、一

生涯に一度は逮捕されることは多くの米国犯罪学

の著作で引用されている53。 

1967 年以来、この種の研究は数少ない。1978
年の労働省のレポートでは、三分の一から四分の

一の労働者が逮捕歴を有するとした。1987 年の社

会学者 Robert Tillman の研究によると、1956

年生まれのカリフォルニアの男性の三分の一が、

18 歳から 29 歳の間に逮捕されている。カーネギ

ーメロン大学の Alfred Blumstein 教授によると

米国男性の生涯逮捕率は、違法薬物蔓延の影響で

60%を超えたとしているが、1990 年以来米国の犯

罪率が低下していることから2011年の逮捕率は、

数十年以前よりは低下していると見られる54。ウ

ォールストリートジャーナル記者の Carl Bialik

は、27%の米国の成人男女が逮捕記録を有すると

している。（10 歳以上の人口 2 億 6300 万人に対

して、重複のない逮捕記録は 7 千万件）これに、

少年時の検挙記録と男性の逮捕率が高いことを鑑

みると米国人男性の生涯の逮捕率は 50%程度に

なり、1967 年の報告書と合致すると述べている55。 

逮捕率は、特定の地域ではさらに高い。ボルテ

ィモアでは、住民総数の約 30%が毎年逮捕されて

いる。20 代の黒人男性の 56%が刑事司法制度の

管理下‐監獄、留置場、執行猶予、仮釈放‐にあ

る。その市の東部地区は、貧困、暴力、違法薬物

の蔓延が特に顕著な地域であるが、逮捕率は市や

他の地域に比して極めて高く、そこでは、260 名

の警察官が毎年 2 万件の逮捕を行っている。住民

一人に対し 2.25 回の逮捕に相当し、警察官一人当

たり 1 年で 77 回の逮捕が行われている。7~8 件

に 1 件程度が、重罪容疑の逮捕である。同じ東部

地域では、11.6％の男性が、35 歳に達する前に殺

害されている56。 

最後に最近の自主申告による逮捕歴（National 

Longitudinal Survey of Youth）についての研究

は、米国の 23 歳の男女の逮捕歴の保有率は、

30.2%から 41.4%であるとしている57。低い方の

見積もりである 30.2%でも、1965 年の Institute 

of Defense 調査の 22%よりもはるかに高い58。こ

のように、最近の研究結果をみると、1960 年代か

ら累積逮捕率は増加しているとみられる。この

2012 論文の著者は、逮捕歴を有することは、暴力

への関与、暴力被害及び不健康で危険な生活様式

についての指標ともなると指摘している。 

 
５ 逮捕に代わる措置 

 米国では、逮捕は、警察が様々な事象に対処す

る際の定型的な対応である59。幾つかの司法管轄

では、警察又は裁判所は呼出し状(Citation)又は召

喚状(Summons)を発出している。これは、交通違

反、禁止されている公園での飲酒、少量の大麻所

持や犬に曳き綱を付けなかったことなどの軽い犯

罪を犯したと見られるときに裁判所へ出頭を命じ

るものである。 
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 ニューヨーク市では、警察は Desk Appearance 
Tickets(DAT)を発出している。これは、犯罪を犯

した者に対し、警察が発出する刑事裁判所への出

頭命令書で、2010 年に急増した。多くの場合、

DAT では軽罪を宣告されることになる。ニューヨ

ーク市における軽罪の多くは、1 年未満の拘禁で

あるが、違反行為を宣告される場合もある。秩序

違反等の違反行為は、法律違反であるが犯罪であ

るとは見られておらず、罰則も 15 日未満の拘禁

である。また、E 級の重罪にも DAT が適用され

る。重罪の罰則は、1 年以上の刑務所収容である

が、E 級の非暴力的重罪の罰則は、16 か月から 4

年の刑務所収容である。 
 ニューヨーク市における一般的な逮捕者に対す

る刑事手続きは、罪状認否のため裁判官に出頭（保

釈の可否が決定）するまで、少なくとも 24 時間

は留置場に収容される。これに対し、適用例は多

くはないが DAT の場合、警察官は通常の逮捕と

同様の書類手続きを行うが、被疑者には裁判所に

出頭する日時を指示されるのである。DAT を適用

された被疑者は、約 4 時間拘束されるが、通常の

逮捕で平均 24 時間拘束されることに比べるとそ

のコスト及び被疑者の権利侵害の程度は相当軽い

ものと言える。 

 DAT の適用で最も多いのは、軽微な窃盗である。

特に軽罪の万引きである。次に多いのは、電話や

Email による嫌がらせ、利益窃盗（地下鉄のただ

乗り）及び大麻所持である。 

 最後に、DAT の適用は逮捕と同様の法的効果を

持つので、厳密には逮捕に代わる措置とは言えな

い。さらに、DAT は刑事裁判所への起訴を意味す

るものであって、通常の Summons のように裁判

所への出頭を命じるものではない。DAT 適用を受

けた後に、「逮捕されたことはあるか」と聞かれた

ときの正直な応えは、「Yes」である。ある米国の

評論家は、「逮捕されるということは、何らかの有

罪判決を受けない限り、将来に問題を生じさせる

ものではない。」と主張している60。この見方は、

大きな間違いである。確かに Gorge W.Bush は、

飲酒運転で逮捕されたにもかかわらず第 43 代合

衆国大統領になったが、次項で述べるように、米

国における逮捕は、深刻で長期にわたる問題を、

逮捕された者やその家族にもたらすのである。 

 
６ 逮捕の効果 
古典的な研究によれば、1971 年のニューヨーク

市における 100,739 件の重罪逮捕の内、56%が何

らかの犯罪により有罪となっているが、44%は却

下または無罪である。わずか 15%のみが重罪で有

罪とされている。この深刻な重罪逮捕の「減耗」

は、逮捕をもたらした事件はしばしば、裁判所で

満足な決着をつけるべき種類のものではなかった

ことを示している61。 
1980 年代から米国の警察活動は、その目的と手

段の双方で大きな改革が行われている。これら警

察の改革は、警察実務を二つの方向で拡大してい

る。一つは、伝統的な法執行から多様なアプロー

チの採用であり、他方は、個別具体の問題及び犯

罪多発地帯(Hot spot)への集中的対処である。米

国の警察は、その変革についても研究と評価活動

に対し大変オープンである62。その調査の結果、

事件数の大幅な減少が生じており、新しい警察の

施策が犯罪対策に効を奏していることが示されて

いる63。具体的には、警察が犯罪多発地帯、累犯

者や凶悪犯罪者等のリスクに対応を集中すること

によって犯罪と秩序違反の予防を実現しているの

である64。こうした改革にも関わらず、米国の警

察は、問題解決の好まれる手段として逮捕に依存

し、様々な問題を引き起こしている。 
米国の犯罪率の高さは、米国が現在、歴史的に

も他国と比較しても刑務所収容率が最も高いこと

の説明になるであろう。警察だけで、刑務所への
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だれをどのくらい収容するのか決めるものではな

いが、その手続きを開始するのは圧倒的に犯罪に

よる逮捕である。もし、刑事司法システムへの過

剰負担だけが、警察による過剰な逮捕の原因であ

るなら、（増員等）資源を増やすことで簡単に解決

するであろう65。 

もちろんこれだけが問題であるのではない。こ

の 40 年間犯罪対策及び秩序維持のため優先的に

用いられてきた逮捕、起訴、刑務所収容という手

段は、社会の各層に平等な影響を与えてきてはい

ないのである。1960 年代のマイノリティコミュニ

ティと警察との緊張関係は、国家的な問題となっ

た。マイノリティコミュニティの社会的構造への

影響はさておき、警察の刑事逮捕（及び出頭しな

い場合は逮捕状に切り替えられる他の方法）への

偏重は、マイノリティコミュニティの多くの人々

が、犯罪と秩序違反対策による不公平な犠牲を強

いられていることに気づくことによって、警察組

織の正統性を脅かすにいたった。逮捕権行使への

圧力とインセンティブは、十分な法的根拠のない

拘束、捜索、逮捕といった不適正な業務執行を招

いた。具体的には、人種差別的な法執行、容疑者

に対する公的な侮辱、証拠のねつ造、報告書の偽

造や法廷での偽証、先入観基づく捜査と不当逮捕

等である66。 
米国の警察が、犯罪対策の手法として刑事逮捕

を重用する理由はいくつか指摘されている67。ま

ず、警察は常に逮捕することについて公的圧力に

さらされており、マイノリティコミュニティの指

導層からの圧力もある。警察と政治公務員は、一

般的に刑事法執行の中核は逮捕であると考えてい

る。犯罪者の逮捕は、警察の能力を示すものであ

るとともに、警察の任務及び職業的価値であると

考えられており、称賛される警察活動の主たるも

のは逮捕である。Peter Moskos は、「警察は逮捕

であると定義される。」とまで述べている68。米国

の刑事司法制度は、精神衛生、民事裁判、行政官

庁や紛争解決組織等の代替的な制度よりも組織的

でオープンな環境で運営されている。警察官の逮

捕による刑事手続きをとらない裁量については、

よく認識されていないし、制度化も進んでいない。

実際のところ刑事逮捕は、全ての犯罪と秩序違反

に対する警察の論理的かつ基本的な対応であると

広く考えられている。逮捕しないことが特別であ

って、逮捕することが特別であるのではない。同

様に汚職から不必要な武力の行使に及ぶ米国警察

の根深い問題は、警察の任務遂行のためであれば

（ある程度のことは）許されるという盲目的信仰

を警察も市民も共有していることが、その解決の

阻害要因となっている。 

 
７ 逮捕の社会的構造 

多くの研究が、警察が逮捕可能な状況にあると

きその対応を決める要素を明らかにしようとして

いる。本項では、逮捕が社会的にどのように構成

され、影響されたのかについての古典的研究から

8 つの要素を要約する69。多くの場合、この研究

で判明した点は現在も有効である。例えば、最近

の National Research Council の米国の警察に関

する調査では、警察実務を構成する 16 の要素が

指摘されている。それは、法的要素（犯行の重大

性、証拠の強弱、被害感情の強弱）、法以外の要素

（被疑者の振舞い、社会的地位、性別、人種、精

神状態）、警察の姿勢（警察文化、個性、シニシズ

ム：冷笑主義、業務への満足）、警察知識・技術・

能力、経験（教育訓練）及び警察官の人種や性別

である70。 

この古典的研究は、エール大学社会学部教授の

Albert Reiss Jr.教授の下、法学、社会学の研究者

及び警察実務家 36 名により、1966 年夏に、警察

と市民の接触に関してボストン、シカゴ及びワシ

ントンDCでデータが収集された。調査員は、5713
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件の事案を把握したが、逮捕は 5%強（約 300 件）

であった。それは、パトロール中に逮捕に至るケ

ースはさほど多くないためである。多くの警察事

案は、犯罪に関係ないか犯罪であっても被疑者が

いないような事案であった71。 
本研究の概要は次の通りである。 

（１）発動（発端） 

多くの逮捕は、警察ではなく市民の主導によっ

て行われている。この意味では、刑事法も民事法

の延長として、市民の個別の利益に基づく主張に

基づいて発動されるものである。この要素が持つ

意味は、国家が法執行の役割を果たす前に、多く

の刑事事件は市民の倫理的なフィルターで選別さ

れているということである。 

（２）被害者（告訴・告発人） 

逮捕活動は、被害者の意向に強く影響される。

特に被害者が寛大な措置を望んだ場合に。また、

逮捕を望んだ場合も同様である。警察は、二つの

側面で被害者のための道具としての役割を果たす。

警察は、被害者が行ってほしいと望んだような措

置をとるとともに、事案を被害者の申告に従って

処理をする。被害者の意向に沿う慣行は、警察活

動を民主主義的に特徴づけるものであるが、警察

が遭遇する多くの市民の倫理的多様性を認めるこ

とになる。こうした意味から、市民（志向）とい

うものは法執行の普遍性をしばしば阻害するもの

である。 

（３）証拠 

証拠は、逮捕における重要な要素である。証拠

が強固であればある程逮捕が行われる可能性は高

まる。但し、証拠の存在によって必ず法の執行が

行われるものでもないのである。 

（４）重大性 
重大な犯罪は、軽いものよりも逮捕される可能

性が高い。現実に警察は、裁判所が罰を定めるよ

うに事件の重大性に対応した制裁として逮捕を行

う。他の研究では、重大な事件では警察はほとん

ど裁量を行使しないことが指摘されている72。よ

り一般的には、National Research Council の警

察に関する委託研究では、米国における市民に対

する警察活動は、個別の状況に基づく法的要素に

大きく左右されており、特に、事件の重大性、犯

行の証拠、被害者の警察措置発動の要請の強さに

影響されると指摘している。 

（５）寛容性 
警察は、法が許す状況があっても、逮捕権を行

使しないという形で、逮捕権行使において寛容を

示す傾向がある。もちろん、法的な寛容は警察に

特有なものではない。公法、私法においても、不

満を除くための公的手続きは、違法性を指摘する

ためのものよりも発動されないものである。 

（６）親密性 

被害者と加害者の関係が小さいほど逮捕の可能

性は高まる。被害者が逮捕を望んだ場合、警察は

その相手が見知らぬ者であるときはその要望に応

じることが多い。加害者と被害者が友人関係、隣

人等である場合には逮捕の可能性は低くなり、家

族同士の場合であれば最も低くなる。但し、ドメ

スティックバイオレンスについては逮捕方針が変

わっている73。しかしながら、一般的にいわゆる

内輪同士の秩序に関しては、法の働く余地は極め

て小さいものである。法執行は、コミュニティの

空白を埋めるようなもので、コミュニティのつな

がりが弱くなるにつれて法執行はその存在感を増

すのである。 
（７）無礼な態度 

警察官に対する無礼な態度は、逮捕の可能性を

高める。警察官に対する無礼は、法廷における侮

辱と対比できる。それは、処理システムに対する

反抗であり、法は、その尊厳に対する犯行には厳

しく対処するものである。この現象について、

John Van Maanen が「Asshole」で分析している



13 

74。Maanen によると、警察はその活動対象の場

は、次の３種類の人々から構成されていると考え

ている。(a)疑わしい人物。警察が犯罪を犯したと

疑うに足る者。(b)くそったれ（Asshole）。警察が

認識する状況を受け入れない者。(c)無知の人物。

他のいずれのカテゴリーでもない警察以外の者で、

警察について何も知らない者。「くそったれ」は、

警察によって烙印を押され、手荒に取り扱われが

ちである。なぜならば、警察が期待するような反

応を示さないからである。彼らは、侮辱に対する

報復として「路上の正義」の対象となる可能性が

高いのである。 

（８）差別 
1966 年の研究は、警察が人種による差別を行っ

ている事実を把握していない。警察は、黒人を白

人よりも高い率で逮捕しているが、これは、黒人

が警察官を侮辱する率が高いことによる。「（警察

の）対応の違いの理由は、警察ではなく市民の側

にある。」75 

逮捕の社会的構造に関するこの研究及びその後

の研究は、逮捕は様々な角度から研究され、ある

いは、されるべきであることを示している。逮捕

は、インプットとアウトプットを組み立てるライ

ンのように精巧な訴訟過程の一段階であると考え

られる。逮捕は、また、大きな政治システムとそ

の中の生活の質をどう考えるかという意味を持つ

政治的な事件でもあるといえる。社会学的には、

逮捕は、小集団がその独自の形と力に相対する対

面型の相互作用であるといえる。当該警察官にと

って逮捕は、最初でかつ最も重要な業務の一つで

あり、行政組織の任務の遂行である。最後の観点

からみると米国における多くの逮捕は、「警察官に

何が働いたのか」76に当てはまるとみられる。米

国では、大多数の逮捕行為は、「融通無碍」である。

すなわち、逮捕後の業務の割り当てや関与、逮捕

手続きの文書事務の負担、超過勤務の必要など警

察官の個人的な状況に影響されるからである。あ

る元警察官の研究者は、超過勤務手当の必要性は、

警察逮捕の裁量に関する主たる決定要因であると

指摘している77。これは、法の支配を信ずる人々

には、良くない知らせであるが、逮捕の深刻な現

実なのである。 

 
８ 結論 

米国の警察は、政府の表の顔で、極めて重要な

逮捕権限を含む特別で大きな力を持っている。多

くの民主主義国では、二種類の市民の期待が警察

活動を方向付けている。それは、犯罪と秩序違反

を効率的に対処することとそれを平等に行うこと

である。米国の連邦制度下では、警察は、多種多

様で分散され、地方で管理され財政的に運営され

ている78。したがって、21,143 もの連邦、州、地

方の法執行機関について米国における警察を一般

的に語ることは難しいのである79。米国では、警

察の活動の態様は州毎に、州内の司法管轄毎に著

しく異なるのである80。 

しかしながら、多くの観点から、米国中の警察

組織は、積極的な警察を目指しており、特に犯罪

率の高い地域では、逮捕件数は、多くの警察官の

業務執行の標準的な評価基準となっている。逮捕

件数は、警察官毎に異なり、同じ組織の中でも大

きな差がある。ニューヨーク市警察では、約 5%

の警察官により全件数のほぼ三分の一の逮捕が行

われている81。一方で、バルチモアの東地区では、

6 ヶ月間における警察官一人当たりの逮捕件数は、

4 から 77 件で、20 倍も異なるのである82。 

米国の警察では、「逮捕は好ましいことで、多く

の逮捕はさらに好ましい」と広く信じられている

83。しかし、逮捕が時に必要であっても、それは

必ずしも好ましいことではない。多くの米国の警

察組織では、力の文化が警察の文化であるとされ

ていたが84、これがいつの間にか逮捕の文化に変
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容してしまっているのである85。この 15 年間多く

の米国の司法管轄では、犯罪率の低下は顕著であ

り、そのためより的を絞った効果的な警察活動の

展開が可能となっている86。米国の警察が実施で

き、又は実施しなければならない様々な改革の手

法が存在するのである87。 

その基本的な改革項目の筆頭には、逮捕の文化

を犯罪予防及び問題解決の文化に転化することが

掲げられている88。米国の警察は、その実績評価

の指標として逮捕件数ではなく、犯罪、犯罪のお

それ及び市民の満足度に関わる統計に重きをおく

べきである。ある研究は、米国において、犯罪、

処罰、逮捕のいずれをも減少させることが可能で

あると指摘している89。さらに、米国的価値観か

らみれば、米国の警察は処罰と効率性に重きを置

きすぎており、自由と人類愛に基づく思いやりの

心が全く足りないのである90。 
逮捕は、犯罪予防、問題解決及び現場の掌握に

効果的である場合もそうでない場合もある。しか

し、逮捕は常に顕著な否定的な効果を拘束された

者及びその関係者にもたらす。米国において逮捕

は、犯罪と秩序問題に対する定型的な対応であっ

てはならないのである。しかし、米国人男性の一

生涯の逮捕率が 50%であることは、それがいかに

定型的に行われているかということを示している

のである。 
 

IV 戦後沖縄における刑事司法制度及び逮捕手

続の変遷について 

 

１ 刑事司法制度 

（１） 戦時刑法と特定軍事法廷（1945~1946） 

1945 年 4 月の米軍の沖縄上陸後、米国海軍政府

は、日本の行政権及び司法権を停止するとともに

91、戦時刑法92を布告し、特定軍事法廷93を設置し

た。特定軍事法廷は、米国軍人で構成され、占領

地域における戦時法、軍政府布告等違反及び現地

慣習法違反等の刑事裁判を取り扱うものである。 

特定軍事法廷には、全ての犯罪を管轄する軍事

委員会、死刑及び 10 年を超える禁固に当たる犯罪

以外の全ての犯罪を管轄する高等軍事法廷及び 1

年以下の自由刑又は 50 ドル以下の罰金に当たる

犯罪を扱う即決軍事法廷が置かれた。裁判は一審

制であるが、再審を請願することが認められてい

た。 

戦時刑法には、刑罰法規の外、日本刑法違反の

場合の取扱い及び逮捕留置等の手続きが規定され

ていた。また、無許可集会の禁止等を規定した一

般警察及び安全に関する規程94、夜間外出の禁止

及び通航制限を命じる特別布告が発せられた。 

翌年 3 月 1 日、沖縄本島地域の米軍人等を除く

住民の軽犯罪を対象とする簡易裁判所（地区刑事

裁判所）が 7 所設置された95。簡易裁判所には、

軍政府の任命による判事、検事及び弁護士各 1 名

が置かれ、管内住民の地方法律違反で 30 日以下の

禁錮又は 20 円以下の罰金に当たる軽犯罪及び夜

間外出禁止違反等の特別布告違反を管轄したが、

特定軍事法廷の管轄を排除するものではなかった

96。また、手続法については、軍政府布告等に違

背しない限り旧刑事訴訟法が用いられることとさ

れた。 

（２）各種裁判所の設立（1946~50） 

1946 年 4 月 24 日沖縄民政府の発足後、1946 年

10 月 1 日、米国軍人等を除く住民の民事、刑事の

両事件を扱う区裁判所、地方裁判所及び終審裁判

所が設置された97。刑事事件の管轄は、現地法違

反及び一定の布告違反の事件98とされたが、特定

軍事法廷の管轄を排除するものではなかった。手

続法については、軍政府布告等に違背しない限り

旧刑事訴訟法が用いられることとされた。 

1947 年 7 月に治安裁判所99が沖縄本島に、同 8

月に簡易裁判所100が宮古、八重山群島に置かれ、6
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か月以下の自由刑に当たる罪等について迅速な裁

判を行うこととされた。 

1947 年 10 月制度が改められ101、治安裁判所を

除き、区裁判所は巡回裁判所に、地方裁判所は上

級裁判所に、終審裁判所は控訴裁判所にそれぞれ

名称も改められた。 

（３）民裁判所制度（1950~52） 

1950 年 8 月 1 日に「民裁判所制度102」が施行さ

れ、群島毎の軍政府により設置されていた裁判所

の組織が統一的に定められ、治安、巡回、上訴の

各裁判所が設置された。 

刑事手続きには、予審制度 （ Preliminary 

Examination）、人身保護令状制度等米国の司法制

度が導入された。治安裁判所は、全ての拘留、逮

捕された者の予審を身柄の拘束後 48 時間以内に

行うとともに、軽罪については自ら判決を下し、

それ以外の犯罪については巡回裁判所に移管する

こととされた。ここでいう予審は、裁判所（裁判

官）自らが捜査に当たるものではなく、拘留の必

要性の判断を提示された証拠から行うもので、米

国のイニシャルアピアランス（Initial appearance）

のことである。詳細な手続きについては、裁判官

の会同で定める手続き規定に委ねられていた（「民

裁判所制度」第 5 条第 2 項）。 

人身保護令状は、拘留状に基づかないで警察に

48 時間以上拘束されている又は及びその他不法

に拘留されている場合に、被拘留者に代わるもの

の文書又は口頭による請求に基づき、拘留してい

る者に対して発せられるものであった103。 

（４）琉球民裁判所制（1952~67） 

1952 年 1 月 3 日、琉球政府の設立に先立ち、琉

球民裁判所制104が施行され、1950 年の民裁判所制

度は廃止された。琉球民裁判所制の制度の太宗は

民裁判所制度を引き継ぎつつ、予審、逮捕、捜索

等に関し詳細な刑事手続きが定められた。人身保

護令状の発出は、治安裁判所の権限とされた。ま

た、米国民政府副長官は、いかなる場合において

も事件を米国民政府裁判所に移管等の措置ができ

るとされていた（琉球民裁判所制第 5 条第 3 項）。 

（５）刑事訴訟法の施行(1957～) 

1957 年 1 月 2 日、琉球政府立法院が制定した本

土と基本的に同じ内容の刑事訴訟法が施行され、

民裁判所において本土と同様の刑事手続きが行わ

れることとなった。また、琉球政府警察局規則と

して本土とほぼ同内容の犯罪捜査規範が制定され、

任意捜査の原則が明示された。刑事訴訟法の施行

に伴い、米国民政府布告第 12 号中の刑事手続に関

する規定は削除された。 

（６）米国軍／民政府裁判所（1949～1972） 

 1949 年 7 月 5 日、戦時刑法及び特定軍事法廷に

代わるものとして、米国軍政府布令第 1 号刑法並

びに訴訟手続法典が施行された105。本法典は、米

国軍政府裁判所として、軍事委員会 (Military 

Commission)、上級軍事裁判所 (Superior Provost 

Court)及び簡易軍事裁判所(Summary Provost Court)

を置くとともに、刑事訴訟手続き並びに主に米国

軍等に関する犯罪及び布告、布令違反に係る犯罪

を規定している。 

 1955 年 4 月 9 日軍政府布令第 1 号が廃止され、

新たな刑法並びに訴訟手続き法典106が施行された。

そこでは、上級裁判所(Superior Court)及び簡易裁

判所(Summary Court)からなる米国民政府裁判所

が設置され、布令第 1 号と同内容の刑事訴訟手続

きが規定されている。 

 1957 年に発せられた米国大統領行政命令第

10713 号に基づき、翌年 5 月 20 日米国民政府裁判

所の刑事及び民事の最上級裁判所として米国民政

府上訴審裁判所が設置された107。7 月 21 日には、

米国民政府民事裁判所108及び刑事裁判所109の設置

が布告され即日施行された。民事裁判所は、高等

弁務官が合衆国の安全、財産、利害に影響を及ぼ

すと認める重大な事件又は紛争ついての民事第一
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次裁判を行うこととされた。 

 刑事裁判所の構成は、従来とほぼ同様であるが、

名称が変更され、上級裁判所(Superior Court)及び

下級裁判所(Sessions Court)となった。 

（７）裁判所法の施行（1968～1972） 

 1968 年 1 月 1 日琉球政府立法院により裁判所法

が制定され、民裁判所制は廃止110された。上訴裁

判所は高等裁判所に、巡回裁判所は那覇地方裁判

所に統合され那覇以外の巡回裁判所は那覇地方裁

判所の支部とされた。また、治安裁判所は簡易裁

判所とされるとともに那覇家庭裁判所が新たに設

置された。 

 

２ 逮捕手続について 

（１） 戦時刑法 

 戦時刑法第 7 条には、「軍政府総長により認可さ

れた者は、戦時刑法等に違反し、違反せんとする

疑いのある者を逮捕捜索できる」とし、「逮捕され

た者は、でき得る限り速やかに特定軍事法廷の裁

判に付され、又は拘留される」と規定している。

逮捕状に関する規定はなく、逮捕は全て無令状に

よるものであった。 

（２） 民裁判所制度（米国軍政府特別布告第 38

号） 

 特別布告第 38 号には、逮捕について次の 2 項目

について断片的な規定が置かれているに過ぎなか

った。すなわち、第 2 条 2-2 の「逮捕された者を

釈放した場合は、新たな証拠に基づく治安裁判所

判事又は上級裁判所が発した逮捕状によらなけれ

ば、同一人を再び逮捕できない」とする規定及び

第 2 条 3 の「召喚状を送達された者が出頭しなか

った場合に、判事が逮捕状を民警察に発しなけれ

ばならない」とする規定である。そのため、個別

具体の手続きについては、琉球上訴裁判所及び各

群島代表判検事会同における決議事項を訴訟規則

とすることとされた111。そこでは、現行犯以外の

逮捕については逮捕状を要すること及び逮捕状の

要件は、本土で施行されている新刑事訴訟法によ

ると定められた112。 

（３）琉球民裁判所制（米国民政府布告第 12 号） 

琉球民裁判所制では、逮捕における令状主義を

原則として明記するとともに（第 2 条第 3 項）、現

行犯（犯罪行為中又は罪を行い終わって後追呼中）

及び警察官が被疑者が重罪を犯した又は犯そうと

していると信ずるに「相当の理由」があると認め

た場合にそれぞれ無令状の逮捕を認めている。 

「相当の理由」とは、 

① 被疑者が不法に得た財産、凶器又はその他

重罪に関係ある物を所持しているとき 

② 被疑者の身体又は被服に重罪の顕著な証跡

があるとき 

③ 被疑者が誰何されて逃げようとするとき 

と限定しており、現行刑事訴訟法又は旧刑事訴訟

法の準現行犯の規定に類似している。 

しかしながら、「相当の理由」による逮捕におい

ては、「（重）罪を犯したこと(has committed)」に

加えて「犯そうとしている(is about to commit)」場

合も逮捕が可能である点が準現行犯と異なる。し

たがって、現行刑事訴訟法の準現行犯の規定にあ

る「罪を行い終わってから間がないと明らかに認

められるとき」（刑訴法第 212 条第 2 項）という要

件はなく、旧刑事訴訟法のように「其ノ場所在リ

タルモノト看做ス」旨の規定もない。また、新旧

刑事訴訟法の準現行犯の四つの要件の内、「犯人と

して追呼されているとき」を、「琉球民裁判所制」

では、現行犯と同じ号に規定していることから、

「相当の理由」による逮捕は、現行犯又は準現行

犯とは異なる範疇、すなわち、米国型の無令状逮

捕として規定されたものであると思料される。 

すなわち、米国においては、重罪（Felony）に

当たる罪（州により異なるが一般的には 1 年以上

の自由刑に当たる罪）について、警察官等の法執
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行官は、その罪が犯されたと信じるに相当な理由

（Probable/Reasonable Cause）がある場合には、令

状なくして逮捕することができるとされている。 

例えば、合衆国法典には連邦捜査局員の権限とし

て、 

「連邦捜査局長等は、（中略）その面前で行われ

たあらゆる犯罪及び連邦法の重罪を犯した又は犯

しつつあると信ずるに足る合理的な理由があると

きは、逮捕状なく逮捕することができる113」と規

定している。 

また、琉球民裁判所制と同じく「罪を犯そうと

している」場合をも逮捕の対象としている規定も

いくつかの州に見られる。例えば、インディアナ

州法では、 

 「法執行官は、①逮捕状を有している場合、②

被疑者が、重罪を犯した、犯そうとした（attempted 

to commit）、犯しつつある又は犯そうとしている

（is attempting to commit）場合に、逮捕すること

ができる。114」と規定しているほか、アラスカ州

外 7 州及びワシントン特別区で類似の規定が置か

れている。 

一方、当時の実務の対応においては、琉球民裁

判所制に基づく無令状での逮捕は、現行犯逮捕の

み許されていると認識され、現行刑事訴訟法に規

定された緊急逮捕が琉球民裁判所制の下において

も可能か否かの議論がなされていた115。 

こうしたことから、米国型の無令状逮捕として

の運用は行われていなかったのではないかとみら

れるが、緊急逮捕が明文で規定されていなかった

こと及び「相当の理由」について旧刑事訴訟法の

準現行犯の要件とほぼ同じ文言が用いられている

ことから、現行刑事訴訟法の緊急逮捕に当たる事

案及び旧刑事訴訟法の準現行犯に当たる事案につ

いても現行犯として逮捕が行われていた可能性は

否定できない116。 

（４）民警察官の逮捕権（1952~72） 

 米国軍人、軍属等米国軍法に服すべき者に対す

る逮捕については、1952 年 10 月 23 米国民政府布

令第 87 号が発せられるまで琉球政府警察官には

何らの権限もなかったが、本布令により、被疑者

が現場近くにおり、警察官が被疑者を特定でき、

かつ、米国官憲が現場にいない場合に限って、被

疑者を次の場合に逮捕状なくして逮捕できること

とされた。 

① 琉球政府警察官の面前又は視界の中で、人体

への損傷を与え又は財産に甚大な損失を与え

る罪を犯し若しくは犯そうとした場合 

② 警察官が、被疑者が本布令に列挙されている

罪を犯したと信ずるに合理的な理由のある場

合 

 本布令による逮捕は、①は、身体犯及び財産犯

の現行犯人逮捕を認めたものである。②は特定の

罪種についての米国型の無令状逮捕を認めたもの

と解し得るが、「被疑者が現場近くにおり、警察官

が被疑者を特定できる場合」との限定が付されて

いる。 

 この解釈について、琉球警察では当初は現行犯

に限るものとしていたとみられる。すなわち、1960

年 12 月制定の犯罪捜査規範（1960 年規範）第 264

条 は、「米国軍人、軍属による琉球人に対する犯

罪の現行犯逮捕を行なうに当たっては（中略）米

国民政府布令第 87 号（琉球民政府警察官の逮捕

権）に規定する逮捕できる現行犯の範囲、逮捕の

方法、米軍機関への引渡し、留置の制限等を厳守

しなければならない。」と規定している。 

 1960 年に琉球警察から米民政府公安局（Public 

Safety Department）に布令第 87 号の適用罪種に詐

欺を加えることを要請117されたことに対し、公安

局は概要次の通り返答118している。 

 「布令第 87 号のサブパラグラフの罪種は例示で

あって、記載されていなくとも逮捕することがで

きる。さらに、布令を現行犯に限ったものと解釈
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する必要はない。逮捕は、警察官が犯罪行為の一

部を現認した場合又は罪が犯されたと信ずるに足

る合理的理由が存在する場合で、かつ、被疑者が

近傍に所在するときに認められる。したがって、

警察官に犯行を現認された被疑者が逃亡したとこ

ろを逮捕することができる。」 

さらに、1969 年日本政府からの布令第 87 号等

に関する照会に対する回答文書119において公安局

は、布令第 87 号の逮捕は、琉球政府刑事訴訟法第

214 条に規定する現行犯逮捕よりも広いものであ

ると述べている。こうした日本側からの照会の背

景には、琉球住民被害に係る米軍人等による犯罪

や交通事故に関し、琉球政府側の権限の及ぶ範囲

が極めて限定されていることから、その権限の拡

大に関する琉球立法院の決議案120や日本の国会審

議121が行われたことなどがある。 

こうしたことから、琉球警察局は 1969 年 12 月

犯罪捜査規範を改正122した。改正された犯罪捜査

規範第 264 条では、第 1 項で、「米国軍人、軍属に

よる琉球人に対する犯罪の被疑者の逮捕を行なう

に当たっては、（以下略）」と規定し、第 2 項で「米

国民政府布令第 87 号（琉球民政府警察官の逮捕

権）の解釈にあたっては、刑訴法第 214 条（現行

犯人、準現行犯人）及び同法第 212 条に規定する

緊急逮捕の要件（但し罪質的要件を除き罪を犯し

たことを疑うに足りる十分な理由のある場合）に

該当する場合に逮捕権を行使するものとする。」と

規定し、1960 年規範における現行犯に限定した規

定ぶりを拡張し、布令第 87 号の米国側の解釈に近

づけたものとみられる。 

本布令の解釈については、琉球警察資料 62 頁、

沖縄県警察史第 3 巻 523 頁及び琉球検察沿革誌 58

頁ではいずれも、本規定は現行犯の場合のみ逮捕

が可能との趣旨の記述がなされているが、現行犯

の定義を現在のように厳密になされていなかった

可能性もある。 

（５） 刑法並びに手続き法典(1949~1972) 

ア 逮捕手続きの概要 

刑法並びに手続き法典（集成刑法）123に定めら

れている訴訟手続は、米国軍/民政府裁判所におけ

るものであり、主に米国官憲が用いた手続きであ

るが、逮捕においては、現行犯はもちろんのこと、

罪を犯したあるいは犯そうとしている疑いのある

者についても令状なくして逮捕することができる

とされている。ただし、勾留の場所において、罪

を犯した（犯そうとした）と信ずるに十分な理由

を付した逮捕状が提出されなければならないとさ

れていた。この手続きは、米国における無令状逮

捕一般と同様である。合衆国法典には、「無令状逮

捕された者は、逮捕された地区で第 4 条(a)に規定

する罪を犯したと信ずるに足る相当の理由が提示

されなければならない。」とされている124。また、

逮捕状の発布に関する規定は集成刑法には置かれ

ていないが、米国民裁判所を設置する布告第 8 号

125第 6 条に令状の発布権限が規定されている。 

イ 米国民裁判所と琉球政府裁判所の管轄 

刑事手続き法については、米国軍/民政府裁判所

では集成刑法規定の手続きが、琉球政府裁判所で

は琉球民裁判所制（1956 年まで）及び刑事訴訟法

規定の手続きがとられていた。加えて、琉米の裁

判所の管轄についても、変遷している。   

1952 年の琉球民裁判所制では、人的管轄にあっ

ては、「連合国国民を除く全ての者に対し刑事裁判

権を有する。（第 1 条第 2 項）」とし、事件管轄に

あっては、「巡回裁判所は、民政府布告布令、指令

及び不動産所有権についての係争の裁判並びに収

用手続きの決定をも含めて琉球諸島の法律の下に

於ける総ての事件について第一審としての民事、

刑事の管轄権を有する。（第 3 条第 3 項）」とされ

ていた。 

 その後、1957 年 1 月の改正126で、人的管轄は、

「米国政府の非琉球人たる文官、雇用員及びその
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扶養者並びに米国軍隊の構成員及びその扶養者そ

の他軍事法典第 2条第 1項から第 11項までの規定

の適用を受ける者を除くほか、全ての者に対して

刑事の裁判権を有する。」と制限された。 

 さらに、1957 年 7 月の米国大統領行政命令127に

より、事件管轄について、「高等弁務官は、合衆国

の安全、財産又は利益に影響を及ぼす事件で、自

己の指定する事件については琉球政府の裁判所か

ら刑事裁判権を撤回することができる。（第 10 条

（2）（ハ）」とされたことから、米国民政府は集成

刑法の罪の内、米軍隊、軍隊要員に対する凶悪犯、

粗暴犯、財産犯（3000 円未満の財物窃取等を除く）

等を琉球政府裁判所の管轄から除くことを指定し

た128。その後、数次にわたり一部の罪種について

は琉球政府裁判所に移管された。 

 その他に、合衆国の利害特に重大な影響あるも

のについては、高等弁務官の決定により、琉球政

府裁判所が管轄する事件を米国民政府裁判所に移

送することができた。逆に、米国民政府裁判所の

管轄とされている事件に関しても、琉球政府側か

らの要請等で個別に琉球政府裁判所の管轄に移す

ことも行われていた129。 

（６）琉球警察の逮捕、捜査管轄 

 琉球警察は、琉米いずれの裁判所の管轄になる

事件であっても、逮捕、捜査を行っており、米国

民裁判所の管轄となる事件については、米国民政

府検事の指揮を受けて行うこととされていた130。 

 具体的には、1961 年に憲兵隊長が起案し公安局

長が承認した文書131に、米軍施設外における米憲

兵隊及び琉球警察の管轄及び権限について次のと

おり定められた。 

「米憲兵隊は、集成刑法に基づく管轄及び権限

を、現役軍人及びその家族、米国民政府要員及び

その家族、その他の米国政府要員及びその家族に

対して行使する。」 

「琉球警察は、集成刑法及び布令第 87 号に基づ

く管轄及び権限を、琉球人及び総ての国籍の私的

経済活動に従事する者等に対して行使する。」 

したがって、警察は検挙した集成刑法違反被疑

者の内、琉球政府裁判所の管轄でない者について

は、米国民政府検察官の指揮を受け、米国民政府

裁判所での刑事手続きをとっていたのである。              

また、米国軍人等を対象とする布令第 87 号の逮

捕権の行使については、「米国官憲が不在の場合」

との要件が付されているが、琉球人の集成刑法違

反が対象となる場合には、同法に基づき逮捕が行

われていた。すなわち、「布告，布令又は指令に基

く罪を犯した者若しくは犯そうとした疑のある

者」を無令状逮捕していたのである。この点は、

琉球警察と在琉球各軍捜査機関との捜査協定覚書

第 5 条 2-a でも確認されている132。 

 

４ 琉球／沖縄県警察の逮捕権行使の状況 
（１）統計からみた変化 

ア 身柄率の推移 

 刑法犯検挙人員に占める逮捕被疑者の割合であ

る「身柄率」の推移は、グラフ１のとおり、沖縄

では本土復帰前は 60％以上で推移し、全国の数値

と比較して20～40ポイント上回る状況であった。 

 
グラフ１ 身柄率の推移 
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本土復帰後は、徐々に低下し平成元年には、

32.1%となり、昭和 46 年の 70.6%に比べ半減以下
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となっている。その後、平成に入り上昇したが、

平成 14 年をピークに低下しているものの、全国

の数値を 10 ポイント以上上回っている。 

イ 身柄率を高める要素  

身柄率が必然的に高まる理由として、身柄率の

高い罪種が検挙罪種に占める割合が高いことが考

えられる。昭和 41 年から平成 22 年にかけての全

国の身柄率と検挙人員に占める凶悪犯及び粗暴犯

の比率の相関係数を MSEXEL により算出すると、

0.957 と高い相関性を示し、これを裏付けている。  

グラフ 2 からは、沖縄の本土復帰以前では、む

しろ本土の方が凶悪犯及び粗暴犯が検挙人員に占

める割合が高いことがみてとれる。 

 
グラフ２ 検挙人員に占める凶悪犯及び粗暴犯の

比率の推移 

 
 したがって、少なくとも本土復帰以前に沖縄に

おける身柄率が高い理由として、身柄率の高い罪

種が検挙人員に占める割合が本土よりも高いとい

う点は除外される。ちなみに、昭和 41 年から平

成 22 年の間の沖縄の身柄率と検挙人員に占める

凶悪犯及び粗暴犯の比率の相関係数は、0.646 と

低いものとなっているが、平成元年から 22 年の

相関係数をみると 0.867 と高くなっており、身柄

率と凶悪犯及び粗暴犯の比率の相関度が高まって

いる。 

また、沖縄における身柄率を高めている理由と

して、本土と同じ罪種であっても悪質性が高いな

どの傾向があるのではないかとも推測される。そ

こで、逮捕された被疑者が勾留又は起訴勾留され

ずに釈放される割合（「釈放率」）を示したのが、

グラフ 3 である。沖縄における本土復帰前のデー

タは得られなかったが、本土復帰後においては、

昭和 47 年の 27.8％から漸減し、昭和 59 年には

5.8％と全国平均並みとなりその後は、おおむね全

国平均を下回っている。 

 
グラフ３ 警察における逮捕被疑者の釈放率 

 
 したがって、沖縄の本土復帰以前の「釈放率」

は不明であるが、本土復帰後 10 年余りの間は、

勾留又は起訴勾留されないような被疑者に対して

も積極的に逮捕権行使が行われていたものと推測

される。 

（２） 質問票調査の分析結果 

ア 逮捕と任意捜査の割合 
 刑事訴訟法施行前の琉球警察前期、同法施行後

から本土復帰までの琉球警察後期及び沖縄県警察

発足以降のそれぞれの時期について、取り扱った

事件の内任意事件の割合について、各時期のデー

タを比較したところ、17.8%、29.6%、34.4%と後

になるほど上昇している。 

琉球警察後期及び沖縄県警察発足後の時期にお

ける犯罪統計による任意捜査の割合は、復帰前 5
年間は 26.2%で、復帰後 5 年間は 39.7％であり、

質問票調査結果の傾向と概ね一致している。した

がって、逮捕権行使の実態としては、統計の示す
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ように時代が下るにつれて抑制的になってきてい

るといえる。 

 米軍人等を対象とする布令・布告違反の事件（渉

外事件）にあっては、刑事訴訟法ではなく、布令

第 87 号（琉球民警察官の逮捕権）によって検挙

されていたことから、原則逮捕が行われていたと

みられる。すなわち、61%の回答者が渉外事件で

は任意事件はなかったとしている。任意事件とし

た場合であっても、その多くが交通事故に絡む業

務上過失事件、薬物事件、米当局が身柄を持って

いる場合等である。 

イ 逮捕権行使に関する認識 

 逮捕を行う際及び逮捕状請求時の勾留や起訴見

込みの考慮については、任意捜査の割合と同様時

代が下るにつれて、その割合が高まっている。例

えば現行犯逮捕においては、46.0%、51.0%、61.3%

と上昇している。 
 刑事司法制度の変遷に伴う意識の変化としては、

1957 年の刑事訴訟法施行時において、逮捕手続き

に変化はなかったとした者の割合は 45.8%であっ

たが、1972 年の本土復帰時において逮捕権の運用

が変化しなかったとした者の割合は 31.1%に低下

している。法律的には、1957 年の変化が質的には

大きなものであったと言えるのであるが、実感と

しては本土復帰時の方が大きく変わったと感じた

者が多かったと推認される。 

 本土復帰時の逮捕権の運用の変化の原因として

は、逮捕の要件等のより慎重な検討に加えて、検

察官によるチェックが厳しくなったことが挙げら

れている。 

ウ 琉球警察期の身柄率の高さ及び復帰後の低下

の原因 

 琉球警察期における身柄率の高さの理由につい

ては、逮捕が被疑者検挙における標準的手続きで

あると認識されていたことが最も大きなものと見

られる。約四分の一の回答者が、任意捜査の原則

を本土復帰以降に知ったとしているのもこの点を

裏付けている。したがって、本土復帰後の身柄率

低下の理由の筆頭には、任意捜査の原則の普及が

挙げられている。 

 本土復帰後に身柄率が低下した理由については、

任意捜査の原則の浸透と同じ程度に検察官、裁判

官の審査が厳格になったことを挙げている。 

エ 渉外事件に関する認識 

 米国軍人、軍属を被疑者とする渉外事件は、集

成刑法に基づく手続きで処理されたが、その手続

きにおいて、任意捜査が行われなかったとするも

のが約 6 割、逮捕は、現行犯逮捕であったとする

ものが 7 割以上にのぼっており、渉外事件におい

ては、その多くが現行犯逮捕によって処理されて

いたことが推認される。 

 
５ 小括 
 琉球政府時代の刑事司法法制における逮捕手続

きは、1945 年から 1949 年までの間は、特定軍事

法廷が管轄する犯罪については、戦時刑法の手続

きが、米国軍政府特別布告第 12 号によって設置

された各種裁判所の管轄する犯罪については、旧

刑事訴訟法の手続きが布告・布令に反しない限り

適用されていた。 

1950年の民裁判所制度から 1952年の琉球民裁

判所制の施行により、予審制度等米国式の刑事裁

判制度が導入され、戦時刑法に代わり、1949 年に

刑法並びに訴訟手続法典が制定されたことから、

布告・布令違反及び日本法令違反のいずれについ

ても米国式の刑事司法手続きがとられることとな

った。 

1957 年刑事訴訟法が施行された後は、琉球民政

府裁判所が管轄にかかる犯罪については、刑事訴

訟法が適用され本土と同様の刑事手続きがとられ

ることとされていたが、米国民政府裁判所管轄に

かかる犯罪については、集成刑法の手続きが、米
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国軍の軍法会議の管轄にかかる軍人・軍属の犯罪

については、米国民政府布令第 87 号による逮捕

手続きが適用されていた。すなわち、日本型と米

国型二つの刑事司法手続きが併存していたのであ

る。 
 任意捜査の原則については、1957 年の刑事訴訟

法施行と同時に制定された犯罪捜査規範に本土と

同様規定されていたところであるが、身柄率につ

いては、1972 年の本土復帰までは 60~70%程度と

高止まりで推移した。この理由について、質問票

調査の結果をみると、検挙イコール逮捕という米

国型の逮捕権行使の認識が残っており、任意捜査

の原則に対する認識も不十分であったためとみら

れる。加えて、逮捕が原則であった米国民政府裁

判所管轄の刑事司法手続きが併存していたことも

琉球警察官の逮捕権行使のあり方に影響していた

ものとみられる。 
本土復帰後の身柄率の低下理由として、任意捜

査の原則の浸透及び裁判官、検察官によるチェッ

クが高い比率を示している。前者については、各

階級の昇任者が管区警察学校等への入校訓練が本

格的に始まったことによるものとみられるが、後

者については逮捕被疑者の起訴前釈放率が復帰後

本土に比べかなり高かったことからも裏付けられ

る。 
結論としては、1957 年に刑事訴訟法が施行され

た際、琉球警察にも任意捜査の原則が導入された

ものの、米国民政府裁判所の刑事司法手続きが併

存していたことなどから、任意捜査の原則の履行、

少なくとも本土並みの履行については、1972 年の

本土復帰以降に本格化したとみられる。 

 

 
V 考察 

 
最後に、沖縄における身柄率の低下が治安状況

にもたらした影響を検討するとともに、任意捜査

の原則の米国における導入の可能性を指摘してま

とめに代えたい。 

その前に、任意捜査手続きについて日米で認識

の差があることを付言しておく。すなわち、米国

では、職務質問における停止措置について一時的

な拘束に当たるとの考え方133にみられるように、

任意の範囲は限定的である。一方、日本では、同

行や取調べの方法について判例134は幅広くその

任意性を容認している。したがって、本項では、

留置場での拘束の有無を逮捕と任意捜査の境界線

とすることとして検討を進める。 

犯罪捜査に当たって、逮捕せずに検挙すること

は被疑者の人権尊重の観点から望ましいことは言

うまでもない。ただ、そのために犯罪対策、刑事

政策上の観点、すなわち沖縄地域の犯罪全体のガ

バナンスの観点から任意捜査の原則の実施結果を

見る必要がある。下表は、本土復帰前 13 年間と

復帰後昭和と平成の身柄率及び犯罪率の平均であ

る。 

 
表１犯罪率の推移135 

  刑 法 犯

犯罪率 

凶 悪 犯

犯罪率 

昭和 34~46 年 沖縄 1544.7 33.0 

全国 1347.4 15.3 

昭和 48~63 年 沖縄 1356.6 18.8 

全国 1208.1 6.4 

平成元~23 年 沖縄 1265.7 7.3 

全国 1589.2 4.9 

沖縄では、1957 年の刑事訴訟法施行により任意

捜査の原則は導入されていたが、IV で述べたとお

りその実質的な履行は本土復帰後であることから

その前後の犯罪率をみることによって犯罪情勢を

比較できる。本土復帰前の沖縄では、刑法犯全体
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では本土よりも 15%ほど認知件数が多く、凶悪犯

では 2 倍以上の発生をみている。本土復帰後は、

漸減し平成期においては、本土を下回っている。

ただ、凶悪犯については本土よりも 50%近く多い

状況がみられる。 
沖縄における犯罪情勢の好転は、本土復帰によ

る沖縄県警察の人員、装備の充実等の要素も働い

ているとみられるが、少なくとも身柄率の低下が

治安情勢を悪化させるほどのインパクトはなかっ

たことが確認される。 
次に、米国における任意捜査の原則導入の可能

性について検討する。 

まず、警察が任意捜査を行うための法制度であ

る。 

米国では逮捕状の代替として Summons（召喚

状）が存在し、連邦及び各州の刑事訴訟手続法に

は明記されている。Summons は、検察官、法執

行官等の請求により裁判所（官）が裁判所への出

頭を命じるものであるが、刑事手続きにおいては

多くは行われていない136。その理由としては、逮

捕状と要件が同じであること及び重罪（Felony）
ついて法執行官は無令状逮捕することができるた

めとみられる。 

ただし、軽罪（Misdemeanor）及び交通違反等

の軽微な犯罪については、Citation（呼び出し状）

という名称で法執行官が Summons を発出する制

度が広く行われている。ニューヨーク州では一部

の重罪をも対象に DAT（III ５ 逮捕に代わる措

置参照）の制度がある。 
次に任意捜査に関する判例の動向である。例え

ば、Atwater v. Lago Vista137は、シートベルト非

装着の違反で逮捕されたことは不当な権利侵害で

あるとして Lago Vista 警察の長らを訴えた事案

である。連邦最高裁判所は、5 対 4 で原告の訴え

を退けた。多数意見は、現行犯を現認した警察官

は、利益衡量(balancing costs and benefit)や逮捕

の必要性を考慮することなく、被疑者を逮捕する

権限が認められていると判示した。一方、少数意

見は、「逮捕は、個人の自由とプライバシーを明白

に侵害するものであって、留置されている間は同

房者による危険がある上に逮捕歴が残されること

になる。こうしたことから、呼び出し状による措

置で州の利益が図り得る罰金刑以下の犯罪につい

ては、いかなる場合でも逮捕権を行使できると解

することは合衆国憲法修正 4 条の趣旨に反すると

考える。罰金刑以下の犯罪に対しては、明白かつ

特別な事情がない限り、呼び出し状で対処すべき

である。」と反対意見を述べている。 

この反対意見の趣旨は、日本の刑事訴訟法第

217 条が軽微な犯罪における現行犯逮捕の要件を

限定しているのと同様の比例原則に基づくもので

ある138。 

日本の裁判例においても、現行犯逮捕において

逮捕の必要性が要件となるとしたものがある。本

件は、速度違反の取締りにおいて捜査に非協力的

な被疑者を逮捕したことに対し、逮捕が違法であ

るとして国家賠償請求訴訟を提起したもので、東

京高裁は、令状による逮捕の類型と同様に，被疑

者が逃亡するおそれ又は罪証を隠滅するおそれが

存在することを指すと解すべきであると判示して

いる139。 
逮捕権行使への比例原則適用に関する研究者の

論稿は少ないが次のようなものがある。 

Frase は、1980 年のフランスにおける捜査のた

めの身柄拘束率を 37%未満であるが、米国では部

分的な統計による身柄率は、60%から 73%に上っ

ておりフランスよりもはるかに高いと指摘してい

る。 

その上で、軽微な犯罪における逮捕の制限及び

逮捕後の勾留についてではあるが、犯罪の容疑と

逃亡・証拠隠滅のおそれ比例原則は、軽微な犯罪

はもちろんのこと重罪にも適用可能ではないかと
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示唆している140。 
また、Salken は、交通違反容疑逮捕は、違法な

別件捜索の温床であると指摘し、制限すべきとし

ている141。 

下表は、逮捕に関する法制度の日米の差異を示

したものである。 

 
表２ 逮捕に関する法制度の違い 

 日 米 

逮捕状による逮捕における逮捕の

必要性 

○ × 

現行犯逮捕における逮捕の必要性 ○ 

（判例） 

× 

無令状（緊急）逮捕 重罪○ 

軽罪× 

重罪○ 

軽罪× 

逮捕に代わる任意手続 ○ 重罪△ 

軽罪○ 

日本では、逮捕状請求において明文で逃亡のお

それ及び罪証隠滅のおそれのいずれもがないと認

められるときにはその請求を却下しなければなら

ない（刑訴規則第143条の３）と規定されており、

その趣旨は現行犯逮捕にも適用されるとの高裁判

決も存在する。 

その一方米国では、逮捕の必要性については、

逮捕状の請求及び逮捕権の行使のいずれにおいて

も制約する規定はなく、軽罪について無令状逮捕

が制限されているのみである。しかしながら、軽

罪の現行犯逮捕に関する Atwater v. Lago Vista
における連邦最高裁の判断は、5 対４によるもの

であることなどから、将来的に判例変更の可能性

もないとは言えない。 

また、起訴前勾留の可否の判断においては、広

く比例原則が適用されていることから142、逮捕権

の行使においても比例原則を適用する議論が広が

っていく可能性はあると思料する。 

ただし、実務においては無令状逮捕に代わる実

質的な任意手続を整備する必要がある。すなわち、

現行制度下で警察官等が重罪を犯したと認めるに

足る合理的な理由が存在する場合には、無令状逮

捕が行われているのであるが、この場合に任意で

刑事手続きを開始するためには、被疑者に対する

Summons の発出手続きを裁判所で後刻行う必要

があるが、これをニューヨーク州の DAT のよう

に警察官自らが発出できるように法令を整備する

必要があろう。 

こうした制度を発足させてもそれが定着するに

は、沖縄の例をみても裁判所等警察に対するチェ

ック機能が重要であるが、刑事司法制度の革命と

まで言われたミランダ準則143が定着して久しい

ことからも、裁判所におけるチェックが機能すれ

ば、米国における任意捜査の原則の導入も非現実

的なものとは言えないと思料する。（了）

                                                        
 
1比例原則とは、達成されるべき目的とそのために取られ

る手段が制約する権利・利益との間に均衡を要求する原

則で、大陸法で発達した。日本では行政法の一般理論と

して確立している。 
2 フランスでは事実のみを特定して予審を開始する（被告

人を特定しない予審であり、犯人探索機能を担う。）が認

められているが、旧刑事訴訟法では、被告人を特定した

公訴の提起としての検事の予審請求がない限り予審はで

きないこととし、予審を特定の被告人について公判に付

するべきかどうかを決するために必要な事項のみを取り

調べるものとした。 
3 捜査が任意であるという原則は、予審が強制であるの

と対比される意味での表現である。 
4 小野清一郎『刑事訴訟法講義』（有斐閣、大正 13 年）316
頁以下は、この解釈を述べつつ事実上の強制になること

の問題を指摘している。 
5 区裁判所の判事に請求することもできる。請求を受け

た判事は予審判事と同一の権限を有することとなる。 
6 検事は訊問、勾留の請求を行うことができる（勾引は請

求できないが、訊問の請求を受けた予審判事が勾引状を

発することができる。）。なお、強制処分の請求に対して、

予審判事はその要否を判断することはできず、違法でな

い限り応じなければならないものと解されていた（潮道佐

『刑事訴訟法先例大鑑』（立興社、昭和 10 年）146 頁参

照）。 
7 現行法の起訴前勾留より短期間であるが、予審請求が

行われれば、その後に予審段階における勾留が行われる

ことになる。 
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8 濫用防止の観点から、罪証が相当明確である場合に限

ることが通達されている（潮前掲注 5『刑事訴訟法先例大

鑑』86 頁）。 
9 3 号については明治刑訴で現行犯処分として位置付けら

れていたこと、4号については多くの国で捜査機関の判断

で拘束が可能とされていること、5号については急を要す

る場合が多く遅れると重大な犯人を逸するおそれがある

こと、6号については常習犯が多く良民を保護する上で必

要であり社会の実情に照らしてやむを得ないこと、がそ

れぞれ理由とされている（潮前掲注 5『刑事訴訟法先例大

鑑』87 頁）。 
10 検事の命令を受けた場合には、司法警察官が勾引状を

発することができるが、実質的な判断は検事が行ってお

り、勾引先は検事である。 
11 政府が提出した法律案では、司法警察官も勾引状を発

することができる旨の規定があったが、議会の審議段階

で削除されている。 
12 司法警察官吏によるものも、検事によるものも、同様

に、区裁判所以外の裁判所では、供述者が死亡したとき、

疾病その他の理由で訊問不可能なとき、訴訟関係人に異

議のないときに限って、証拠とすることが認められる

（343 条）。この規定は、証拠として容認してきたそれ以

前の扱いを改めるものであった。 
13 要急事件に該当するかどうかは司法警察官が判断でき、

検事の処分又は関与を要しない（潮前掲注 5『刑事訴訟法

先例大鑑』105 頁）。 
14 「逮捕」は、刑の言い渡しを受けた者を拘束する場合に

も用いられている（547 条以下）。 
15 この規定に基づく司法警察官の訊問調書については、

引致を受けた検事の訊問調書と同じく、証拠能力が認め

られる。 
16 一般人も逮捕することができ、司法警察官吏に引き渡

す（125 条）。なお、司法警察官吏及び検事の逮捕は、住

居氏名不詳、住居不定、罪証隠滅のおそれ、逃亡のおそ

れのいずれかに該当することを要する。）。軽微犯罪の場

合は、罪証隠滅のおそれがあっても逮捕できない（132
条）。 
17 明治刑訴は現行犯であればその場にいなくとも逮捕が

可能であったが旧刑事訴訟法で限定した。なお、1名が現

場にいれば、共犯者については現場にいなくとも現行犯

逮捕が可能である。 
18 例えば平井彦三郎（大審院検事）『刑事訴訟法論綱』（昭

和 2 年、松華堂）152 頁 
19 米国統一逮捕法の訳文については、古谷洋一編著『注釈

警察官職務執行法（再訂版）』（立花書房、平成 19 年）458
頁以下によった。 
20 例えば、岸達也（大審院判事）『註釋叢書刑事訴訟法』

（昭和 14 年、法文社）は、「捜査の実際を見るに、検事

より司法警察官吏の活動に待つもの多し。殊に都会地に

おいて然り。」と述べ、司法省直属の司法警察官吏の必要

性を説いている（127 頁）。 
21 昭和初期には、広域事件対応のため、報告・通報、非

常手配、捜査共助について、府県で定めることが広まっ

た（沖縄県では昭和 3 年に訓令として「犯罪捜査規程」が

制定されている。）。全国的に統一された指紋制度は昭和

9 年、犯罪手口制度は昭和 11 年に制定されている。 

                                                                                         
 
22 科学的捜査は大正期から強調され、指紋識別、写真の

利用、物理化学の応用等として進められた（南波杢三郎

『最新犯罪捜査法』（松華堂書店、大正 9 年）参照）。警

視庁における刑事課鑑識係の設置は明治 39 年、刑事部鑑

識課の設置は大正 10 年である。 
23 小野前掲注 3『刑事訴訟法講義』は、「司法警察の捜査

上に於ける長所は、第一に職員の多く、且つ活動が厳重

に統一されていることである。次に、大都會に於ては漸

次科學的捜査の設備及び技術が発達して来つつあること

である。此等の點に於て検事局は到底司法警察の活動に

及ばぬのである。」と述べている（303 頁）。 
24 当時最も有力な刑事法学者であった小野清一郎は、検

事が警察の捜査の後で関係者の聴取を繰り返すことが重

複であって関係者に負担を課しているとし、「私は一面に

於て司法警察の行動に關する規律及び監督を厳重にする

と共に、検事は或る程度まで司法警察の捜査結果を信用

して處分を為すべきものと思ふ。」と述べている（前注

304 頁）。 
25 このことは、大正 12 年の司法省刑事局長通知で明記さ

れている（潮前掲注 5『刑事訴訟法先例大鑑』146 頁）。 
26 矢口洪一元最高裁判所長官は、戦前期に検事出身者が

司法省を牛耳ったことに関連して検事は横暴だとする裁

判官の思いがあるとし、「検事は、何もしないじゃないか。

難しい事件は警察に捜査させて、そして予審請求をして

予審判事に全部やらせる。それで気に入らない判決があ

ると、自分のことは棚に上げて、『あの裁判官は駄目だ』

と言う」といった検事に対する刑事の裁判官の対抗意識に

基づく発言を紹介している（矢口洪一『矢口洪一オーラ

ル・ヒストリー』（オーラル・政策研究プロジェクト（代

表・御厨貴）報告書、政策研究大学院大学、2004 年）171
頁）。 
27 行政執行法の制定に際しての内務大臣訓令（明治 33 年

6 月 4 日） 
28 大正 5 年 6 月 26 日内務省警保局長「行政執行法ニ関ス

ル件」で、犯罪嫌疑者の取調をするために検束を加え、甚

だしいときは自白を強要するために留置するといったこ

とをする者がいると言われていることを踏まえ、取調目

的への転用が濫用であることを免れないことを指摘し、

検束が人権に大きな影響を与え、「世情の物議」を誘発す

るものであるとして、特に慎重に注意を要すべきもので

あり、濫用の弊が起きないように配慮を求めている。 
29 大霞会『内務省史第二巻』（地方財務協会、昭和 45 年）

710 頁 
30 溝淵增巳（警察講習所教授）『日本警察』（松華堂、昭和

14 年）145 頁以下。 
31 三田村武夫（内務省警保局）『警察強制の研究』（松華堂、

昭和 5 年）45 頁は、「警察上の障害ありと認めらるるも

のは、その範囲極めて廣い」とする。 
32 溝淵前掲注 29 は「直ちに刑事訴訟法に依り難き場合検

束の要件を具備する限り之に検束を加ふることは厳粛な

る警察の義務であると思ふ。」とし、「如何なる場合にも

検束は検束として要件に随ひ他の目的の含まるると否と

は検束の性質に変わりはない」と述べ（146 頁以下）、犯

罪捜査のためにのみ長期検束をすることが許されないと

するのにとどまる。 
33 アメリカ法で認められている無令状逮捕は容認されな
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い。また憲法の「司法官憲」について、当初は検察官も含

まれるとする見解も一部で主張されたが、裁判官に限ら

れるとする解釈がその後定着した。その結果、現行犯の

場合以外にすべて裁判官の発する令状を要するという、

アメリカ法ともドイツ法のいずれとも異なる特異な制度

となった。 
34 旧警察法（昭和 23 年施行）により、警察が 1605 にのぼ

る独立した自治体警察と人口 5 千人未満の町村部を管轄

する国家地方警察とに分割され、その結果極めて小規模

（長以下数人だけ）の警察組織が多数生まれた。このほか、

同年には、3万人にのぼる大規模な増員が行われ、多数の

未熟な警察官がいる状況が生じていた。 
35 桐山隆彦（国警本部調査統計課長）「逮捕権濫用の声に

こたえて」警察研究 23 巻 1 号（昭和 27 年）は、警察署長

を部下の警察吏員が通常逮捕した事例が取り上げられて

いることについて、希有の例であり、個人的な関係の影

響を受けやすい小自治体警察という組織の問題があるの

であって、この事例を理由に警察の逮捕権自体を問題視

することは誤りだとの主張を述べている。 
36 三堀博（東京高検検事）『犯罪捜査法』（立花書房、昭和

27 年）は、豊岡検察審査会が「近時民事くずれの紛争解

決手段として債権者の申立又は被害始末書のみを嫌疑の

資料として逮捕状を請求し債務者を警察に引致して和解

させる風習が行われていることを聞知するがかかる犯罪

の嫌疑は総て原則として任意捜査によるべきで証拠の十

分かい集され且犯人逃走の虞れある如きその他已むを得

ない場合のみ対人強制の方法を用うべきであると思料す

る。」との勧告を行っている例を紹介し、参考になると述

べている（243 頁）。 
37 警視庁では、昭和 25 年 12 月 27 日付で、ⅰ通常逮捕の

令状請求に当たっては所属長の指揮を受けること、ⅱ緊

急逮捕は釈放後でも逮捕状請求手続が必要であること（こ

のほか、留置時間中に請求すれば足りるとするのは誤り

であること、請求の疎明資料に逮捕後に作成した被疑者

供述調書を添付するのは誤りであること、逮捕状請求の

いとまがあるときは緊急逮捕すべきでないことなど）、ⅲ

債権者の請求を受け民事事件解決のため逮捕するような

濫用は慎むべきこと、を刑事部長名で通達している（前掲

三堀 242 頁）。 
38 以下の調査結果の数値と当局者の評価については柏原

及也「警察における逮捕権の運用」警察研究 23 巻 5 号に

よる。 
39 全国統計にはないが、警視庁では、平成 22 年の刑法犯

で逮捕後釈放して任意送致としたのは、現行犯逮捕で 4％
余り、通常逮捕で 1％程度であった（緊急逮捕の場合はな

かった。）。 
40 昭和 28 年刑事訴訟法改正において、警察の逮捕状請求

に検察官の同意を要件とする法案が国会に提出された（国

会修正で、請求権者を警部以上に限定するほか、裁判官

が明らかに逮捕の必要がないと認めたときには逮捕状を

発しないとする規定が追加されたにとどまった。）ことは、

警察に大きな危機意識をもたらし、逮捕権行使の慎重な

運用方針が組織として徹底されることとなった。刑事訴

訟法改正後の警察の方針に関して、昭和 28 年 9月 14 日付

国家地方警察本部次長通達「刑事訴訟法改正に伴う警察運

営の刷新強化について」（警察研究 24 巻（昭和 28 年）12

                                                                                         
 
号）参照。 
41 電話等によって相手方の身元確認等を行うことができ

るようになったこと、現場で活動する警察官への組織的

な情報の提供を可能とする警察情報管理システム及び無

線通信系が整備されたこと、幹部によるきめ細かい指揮

を可能とする組織態勢が構築されたことも、警察官に対

する教育訓練の充実と並んで、逮捕権限の抑制的な運用

につながっているといえる（警察官の適正な権限行使に向

けた諸制度に関して、田村正博『全訂警察行政法解説』（東

京法令出版、平成 23 年）388 頁以下。）。 
42Walker, Samuel. 1992. The Police in America: An 
Introduction (second edition). New York 
McGraw-Hill.152References 
43 Erez, Edna. 1984. “On the ‘Dark Figure’ of Arrest.” Journal 
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